
事 業 概 況 （平成 29年 3月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 28年度労災保険業務機械処理の平成29年 3月末現在における保険給付支払総額は7,364億円で、前年同期に比べ

て0.6％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が3,626億円で49.2％と最も大きく、次いで療養補償給

付が2,294億円で31.2％を占めている。以下、休業補償給付が13.1％、障害補償一時金が4.2％、遺族補償一時金が1.0％、

介護補償給付が0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が4.7％増、療養補償給付が1.0％増、二次

健康診断等給付が0.3％増となっているのに対し、障害補償一時金が2.9％減、葬祭料が2.3％減、休業補償給付が2.1％

減、年金等給付が1.0％減、介護補償給付が0.8％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 740,713,793 100.0 1.5 △    736,390,187 100.0 0.6 △    

療 養 補 償 給 付 227,144,416 30.7 1.1 △    229,416,493 31.2 1.0

休 業 補 償 給 付 98,696,104 13.3 1.9 △    96,631,009 13.1 2.1 △    

障 害 補 償 一 時 金 31,758,297 4.3 1.6 △    30,822,415 4.2 2.9 △    

遺 族 補 償 一 時 金 6,784,586 0.9 12.1 △   7,105,017 1.0 4.7

葬 祭 料 2,151,782 0.3 12.3 △   2,102,044 0.3 2.3 △    

介 護 補 償 給 付 6,629,539 0.9 2.0 △    6,576,791 0.9 0.8 △    

年 金 等 給 付 366,449,139 49.5 1.4 △    362,633,626 49.2 1.0 △    

二 次健 康診 断等 給付 1,099,930 0.1 10.8 1,102,793 0.1 0.3

平成27年度　28年3月末 平成28年度　29年3月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が2,146億円で29.1％、「その他の事業」が2,099億円で28.5％、

「製造業」が1,812億円で24.6％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が4.2％、「林業」が1.9％、「船舶

所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「漁業」が3.8％増、「船舶所有者の事業」が2.9％増、「その他

の事業」が2.2％増、「運輸業」が0.3％増となっているのに対し、「鉱業」が5.4％減、「林業」が3.4％減、「電気、ガス、

水道又は熱供給の事業」が3.0％減、「建設事業」が1.8％減、「製造業」が1.7％減となっている。（第２表） 

 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 740,713,793 100.0 1.5 △    736,390,187 100.0 0.6 △    

林 業 14,615,546 2.0 2.5 △    14,112,530 1.9 3.4 △    

漁 業 2,454,074 0.3 4.1 △    2,546,256 0.3 3.8

鉱 業 32,499,028 4.4 5.9 △    30,747,863 4.2 5.4 △    

建 設 事 業 218,412,786 29.5 2.9 △    214,584,097 29.1 1.8 △    

製 造 業 184,270,253 24.9 1.8 △    181,178,364 24.6 1.7 △    

運 輸 業 77,999,954 10.5 0.8 △    78,248,507 10.6 0.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,812,990 0.2 2.5 △    1,759,124 0.2 3.0 △    

そ の 他 の 事 業 205,465,415 27.7 0.7 209,936,122 28.5 2.2

船 舶 所 有 者 の 事 業 3,183,748 0.4 3.4 3,277,324 0.4 2.9

対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比

平成28年度　29年3月末

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成27年度　28年3月末

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,950億円で53.8％と最も大きく、次いで障害補

償年金が1,365億円で37.6％、傷病補償年金が312億円で8.6％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が1,204億円で33.2％、「製造業」が1,040億円で28.7％、

「その他の事業」が687億円で19.0％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が5.8％、「林業」が1.9％、「漁

業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

平成28年度　29年3月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 136,488,090 194,969,307 31,176,229 362,633,626 100.0

林 業 1,984,889 4,573,460 363,139 6,921,488 1.9

漁 業 371,920 1,176,626 67,247 1,615,794 0.4

鉱 業 1,934,552 14,281,763 4,864,773 21,081,087 5.8

建 設 事 業 38,463,145 70,464,534 11,458,154 120,385,833 33.2

製 造 業 51,461,307 46,418,322 6,108,868 103,988,496 28.7

運 輸 業 14,232,010 21,783,146 2,306,763 38,321,918 10.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
243,599 707,126 77,762 1,028,487 0.3

そ の 他 の 事 業 27,665,555 35,167,054 5,894,173 68,726,783 19.0

船 舶 所 有 者 の 事 業 131,112 397,276 35,350 563,738 0.2

構 成 比 37.6% 53.8% 8.6% 100.0% －

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

 

 

 

 



 

保 険 料 

 

  平成 28年度労災保険業務機械処理の平成29年 3月末現在における保険料徴収決定済額は8,671億円で、前年同期に比

べて1.6％増となっている。保険料収納済額は8,511億円で、前年同期に比べて1.9％増となっている。また、収納率につ

いてみると98.1％となっており、前年同期に比べて0.2ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,041億円で46.6％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 2,003 億円で 23.1％、「製造業」が 1,620 億円で 18.7％を占めている。以下、「運輸業」が 8.5％、「船舶所有者

の事業」が 1.6％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

区　分　

平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度

　業　種 28年3月末 29年3月末 28年3月末 29年3月末 28年3月末 29年3月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 853,427,801 867,135,773 100.0 1.6 835,560,053 851,065,039 100.0 1.9 97.9 98.1

林 業 5,436,045 5,488,080 0.6 1.0 5,243,363 5,305,021 0.6 1.2 96.5 96.7

漁 業 1,972,734 2,004,264 0.2 1.6 1,868,693 1,905,773 0.2 2.0 94.7 95.1

鉱 業 3,005,566 2,978,411 0.3 0.9 △   2,688,712 2,692,496 0.3 0.1 89.5 90.4

建 設 事 業 201,071,605 200,264,106 23.1 0.4 △   197,945,378 197,321,390 23.2 0.3 △   98.4 98.5

製 造 業 161,892,610 162,044,952 18.7 0.1 158,645,598 159,072,331 18.7 0.3 98.0 98.2

運 輸 業 71,488,039 74,064,570 8.5 3.6 67,768,127 70,959,950 8.3 4.7 94.8 95.8

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,261,546 2,320,859 0.3 2.6 2,261,413 2,320,583 0.3 2.6 100.0 100.0

そ の 他 の 事 業 392,807,375 404,074,199 46.6 2.9 386,278,110 398,134,674 46.8 3.1 98.3 98.5

船舶所有者の 事業 13,492,281 13,896,332 1.6 3.0 12,860,659 13,352,820 1.6 3.8 95.3 96.1

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況

 


